
個 別 注 記 表 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

時価のないもの･････移動平均法による原価法または償却原価法（定額法） 

なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物（建物付属設備を除く）及び平成 28

年４月１日以後に取得した建物付属設備については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

建物 8～15 年 

工具器具備品 4～10 年 

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、耐用年数は次のとおりです。 

自社利用のソフトウェア    5 年 

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

  営業貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上することとしております。 

  なお、当機構においては、現在貸倒懸念債権等がなく、過去における貸倒実績が

ないことから、貸倒引当金の計上は行っておりません。 

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を

計上しております。 



③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末時点の要支給

額を計上しております。 

④ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、退職一時金制度に基づく自己都合の期末要支給額

を計上しております。 

(4) 収益及び費用の計上基準

約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法

社債発行費

 社債の償還までの期間にわたり均等償却しております。 

② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 47,327千円 

(2) 以下に記載の資産はPFI事業を営む特別目的会社の契約履行義務等の担保に供しており

ます。 

営業貸付金 40,000千円 

３. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 普通株式 400,000株 

４. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、投資事業有限責任組合への出資等で

あります。

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が令和7年3月31日に国会

で成立し、令和8年4月1日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行わ

れることになりました。

これに伴い、令和8年4月1日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異

等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から



31.52％に変更し計算しております。 

この変更により、当該事業年度の繰延税金資産、法人税等調整額に与える影響は軽微

です。 

５. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当機構は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」及び

「株式会社民間資金等活用事業推進機構支援基準」に基づき、支援対象事業者に対する

出融資活動を行っております。また、出融資活動を行うための必要資金については、自

己資本や政府保証債の発行、銀行等金融機関からの借入によって調達することとしてお

ります。更に、一時的な資金運用については、資金の流動性及び安全性を確保するため、

預金に限定して運用を行っております。 

なお、保有する営業投資有価証券及び営業貸付金は支援対象事業者に対する非上場株

式、投資事業有限責任組合への出資、社債及び貸付金であり、流動性が乏しいことに加

え、信用リスクに晒されておりますが、出資先企業及び融資先企業の経営状況等を適切

にモニタリングし、財政状況の悪化、事業計画の遅延等の早期把握に努めております。

また、資金調達における流動性リスクに関しては、政府保証債の発行等が適時・適切に

実施できるよう随時入出金の情報を確認するとともに定期的に資金繰り表を作成し、そ

の管理を行っております。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項

令和 7 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 1,901,900 千

円）は、「営業投資有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、

預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお

ります。投資事業有限責任組合への出資につきましては、「時価の算定に関する会計基準

の適用指針」第 24-16 項の取扱いを適用しており、「金融商品時価開示適用指針」第 4項

(1)に定める事項を注記しておりません。本項の取扱いを適用した組合等への出資の貸

借対照表計上額の合計額は 256,903 千円です。 

(単位：千円) 

区分 
貸借対照表 
計上額(*) 

時 価(*) 差 額 

(1) 未収収益

(2) 営業投資有価証券

(3) 営業貸付金

(4) 社債

3,181,162 

1,260,000 

85,486,931 

(88,069,637) 

3,181,162 

1,008,913 

85,351,254 

(86,102,300) 

- 

△251,086

△135,677

(△1,967,337)

(*)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(注1) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ



て、以下の3つのレベルに分類しております。 

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価 

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットが それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も

低いレベルに時価を分類しております。  

① 未収収益

未収収益の時価については、利息の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定しており、レベル2の時価に分類しております。 

営業貸付金の一部について、利払繰延が発生しており、3,160,478千円が未収収

益として計上されております。当該利払繰延は契約条項に基づくものであり、現状

において利払繰延先の事業継続に懸念はないため、当機構の出融資の回収見込みに

ついても重大な影響を及ぼすものではないと認識しております。 

② 営業投資有価証券

営業投資有価証券に属するもののうち、債券の時価については、元利金の合計額

を同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベ

ル2の時価に分類しております。

③ 営業貸付金

営業貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定しており、レベル2の時価に分類しております。 

④ 社債

社債の時価については、日本証券業協会売買参考統計値に基づき算定しており、

レベル2の時価に分類しております。

(注2) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 
（単位：千円) 

1年以内 1年超 

現金及び預金 

未収収益 

営業投資有価証券 

営業貸付金 

20,490,686 

20,684 

- 

2,607,388 

- 

3,160,478 

1,260,000 

82,879,542 

(注3) 社債の決算日後の返済予定額 
（単位：千円) 

１年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

社 債 - 25,000,000 63,000,000 - - -



６. 収益認識に関する注記

(1) 収益の分解

当機構は、出融資事業及びその他の事業を営んでおり、当機構が顧客に提供したサービ

スから得た営業収益の内訳は、以下のとおりです。

（単位：千円） 

営業収益の内容 金額 

貸付金及び有価証券利息 1,994,137 

受取手数料 22,905 

その他 34,392 

合計 2,051,435 

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

１. (4)「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

７. 関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種 

類 

会社等の

名称 

議決権等

の被所有

割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 
期末

残高 

主要

株主 
財務大臣 

被所有 

直接 

50.00％ 

債務 

被保証 

当機構が発行し

た社債に対する 

債務被保証 

（注） 

88,000,000 - - 

(注) 当機構は、社債に対して債務保証を受けており、取引金額は期末社債未償還残高（額

面）を記載しております。なお、保証料の支払は行っておりません。 

８. 1 株当たり情報に関する注記

(1) 1株当たり純資産額 60,951円 22銭 

(2) 1株当たり当期純利益 2,551 円 67銭 



(注) 1 株当たり当期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益（千円） 1,020,668 

普通株主に帰属しない金額（千円） - 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,020,668 

普通株式の期中平均株式数（株） 400,000 

９. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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